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事業年度の実績評価等に関する評価委員会の役割

１．事業年度の実績の評価（通則法第３２条第１項、第２項）
２．業務運営の改善その他の勧告（通則法第３２条第３項）
３．評価結果等の通知及び公表（通則法第３２条第３項、第４項）

◎通則法
（各事業年度に係る業務の実績に関する評価）
第３２条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度にお
ける業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。

２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及
び分析をし、並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度に
おける業務の実績の全体について総合的な評定をして、行わなければならな
い。

３ 評価委員会は、第１項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該独立行政法
人及び政令で定める審議会に対して、その評価の結果を通知しなければなら
ない。この場合において、評価委員会は、必要があると認めるときは、当該
独立行政法人に対し、業務運営の改善その他の勧告をすることができる。

４ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通
知に係る事項（同項後段の規定による勧告をした場合にあっては、その通知
に係る事項及びその勧告の内容）を公表しなければならない

５ 略

◎内閣府令
（各事業年度に係る業務実績に関する報告書の提出）
第５条 国立公文書館は、通則法第３２条第１項の規定により各事業年度にお
ける業務の実績について独立行政法人評価委員会の評価を受けようとすると
きは、年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした報告書を当該事
業年度の終了後３月以内に内閣府の評価委員会に提出しなければならない。

４．財務諸表を主務大臣が承認するに際し意見の申出（通則法第３８条）

◎通則法
（財務諸表等）
第３８条 独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処
分又は損失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの附
属明細書を作成し、当該事業年度の終了後３月以内に主務大臣に提出し、そ
の承認を受けなければならない。

２ 略
３ 主務大臣は、第１項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、あ
らかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。

４ 略

５．役員の報酬等の支給状況の評価及び勧告

◎中央省庁等改革の推進に関する方針
23 （２） 独立行政法人評価委員会は、各事業年度における業務の評価の一環．

、 、として 業績を反映する報酬等の支給の基準に基づく報酬等の支給の状況が
第５２条の趣旨に適合しているかどうかについても評価を行うものとし、必
要があると認めるときは、当該独立行政法人に対し、勧告をすることができ
る。
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